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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗︓改善　↘︓悪化　→︓変化なし　―︓数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位︓千円、⼈）

%

%

%

%

私⽴⾼校全⽇制定員充⾜率

私⽴⾼等学校進路希望達成率

私⽴専門学校県内就職率

私⽴⾼校授業料滞納率

96.8

95.8

76.2

0.10

96.2

96.8

74.7

0.05

92.9

97.1

76.8

0.32

↗

↘

↗

↘

私⽴⾼校の進学先としての魅⼒向上を定量的に把握するため前
年度の目標値かつ直近5か年の最⾼値、最⼩値を除く実績平均
以上に設定

私⽴⾼校の教育成果を定量的に把握するために前年度の目標
値かつ直近5か年の最⾼値、最⼩値を除く実績平均以上に設定

専門学校の教育成果を定量的に把握するため前年度の目標値
かつ直近5か年の最⾼値、最⼩値を除く実績平均以上に設定

私⽴⾼校の⽣徒の経済的負担軽減施策の成果を定量的に把
握するため前年度の目標値かつ直近5か年の最⾼値、最⼩値を
除く実績平均以下に設定

①-1

①-2

①-3

②

未達成

達成

未達成

未達成

97.5

94.9

81.3

0.14

↘

↗

↗

↘

達成目標
（★印が付いているものは主要目標） 年 数値

単位
目標

年 数値年 数値
直近３か年の状況

年 数値

事　業　名 私⽴学校振興費 部局 県⺠⽂化部 課・室 県⺠の学び⽀援課
実施期間 S25 〜

達成
状況 目標値設定理由

R5年度
実績 推移

単位
R3年度 R4年度

No. 指標名
実績 実績 推移

R5年度
目標値

若者の結婚・出産・⼦育ての希望実現

一⼈ひとりが自分にとっての幸せを実現できる学びの
推進
⾼等教育の振興による地域の中核となる⼈材の育
成

5-3①

No.

4-1①

5-1①

施策分野（施策の総合的展開名）

事業番号 04 06 01 事業改善シート（令和５年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

・少⼦化の進展に伴い県内の中学校の卒業者数については最⼤であった平成２年度と⽐較して令和３年度では約50％減少してい
る。
・新型コロナウィルス感染症の流⾏や価格⾼騰等により就学⽀援⾦の対象となった者は令和元年度と⽐較して令和３年度では約
４％増加しており、家計の状況が影響を受けている。
・このため、特⾊ある教育を展開する私⽴学校による多様な学びの場や私⽴学校⽣徒の就学機会を確保する必要がある。

私⽴学校の教育条件の維持向上と保護者負担の軽減を目指す。

①私⽴学校の運営を⽀援

pref.nagano.lg.jpken-manabi

・私⽴学校の教育条件の維持向上と児童⽣徒等の経済的負担の軽減のため、各学校に運営費を補助
・特別な⽀援が必要な児童⽣徒の受入れ、ESD（Education for Sustainable Development）（持続可能な開発のための教
育）の実施など、各学校の取組に応じて補助⾦を配分し、各学校の特⾊をより活かせるようにサポート
・職業実践専門課程の認定を受けた専門学校に対して運営費を補助

②修学に係る保護者の経済的負担を軽減
・保護者の経済状況に関わらず学びを継続できるよう、私⽴⾼等学校等就学⽀援⾦などにより、保護者の経済的負担を軽減

E-mail

92,877 12,604,829 △ 408,634 12,289,072 7,737,852 11,855,085

7.0
R4年度 0 11,927,103 103,509 12,030,612 7,338,195 11,781,935 7.0
R3年度 0 11,483,846 △ 39,193 11,444,653 7,245,747 11,303,448

8.0R5年度

区分
予算額

決算額 職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等 合計

（予算現額） うち一般財源



７　主な取組実績と成果

８　成果指標の達成状況に関する要因分析

９　今後の事業の方向性

01

R5年度推移 ↘ 達成状況 未達成指標①-1 私⽴⾼校全⽇制定員充⾜率 R4年度推移 ↗

事業改善シート（令和５年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

事　業　名 私⽴学校振興費 部局

①私⽴学校の運営を⽀援
・教育条件の維持向上と児童⽣徒等の経済的負担の軽減を図るため、私⽴学校170校に対し運営費を補助した。また、特別な⽀援
が必要な児童⽣徒の受入れ、ESD（Education for Sustainable Development）（持続可能な開発のための教育）の実施
など、各学校の取組に応じて補助⾦を配分し、各学校の特⾊をより活かせるようにサポートした。
・教職員の処遇改善を⾏った私⽴幼稚園25園に対し補助することで、質の⾼い教職員の確保につながった。
・原油・原材料価格の⾼騰に直⾯する私⽴学校６校に対し、省エネ・再エネ設備の導入に要する経費を補助することで、エネルギーコ
スト削減の取組を促進した。
・私⽴学校90校に対し、原油価格⾼騰による光熱費の値上げ相当額の一部を補助することで、安定的な運営を⽀援をした。
・私⽴幼稚園等59園に対し、送迎⽤バスへの安全装置の設置や登園管理システムの整備等に要する経費を補助することで、⼦どもの
安全・安心を確保した。
・私⽴幼稚園１園に対し、プライバシー保護のパーテーションやカメラ等の設置導入経費を補助した。

②修学に係る保護者の経済的負担を軽減

県⺠⽂化部 課・室 県⺠の学び⽀援課

・保護者の経済状況に係らず学びを継続できるよう、⽣徒12,922⼈に対し⾼等学校就学⽀援⾦を交付する等により、保護者の経済
的負担軽減を図った。
・全国一律の⽀援制度の対象とならない⽣徒に対し、⽣徒134⼈の授業料を軽減したほか、1,509⼈の入学⾦を軽減した。
・私⽴学校２校197⼈に対し、学校給⾷費への⽀援を実施することで、⾷材費⾼騰に伴う学校給⾷費の値上げに対する保護者の経
済的負担を軽減した。

事業番号 04 06

全⽇制定員充⾜率は、目標値には届かなかったが、就学⽀援制度の拡充等（R2〜）により保護者の経済的負担が軽減されたこと
から、⾼い水準を維持した。

指標①-2 私⽴⾼等学校進路希望達成率 R4年度推移 ↘ R5年度推移 ↗ 達成状況 達成
私⽴⾼校進路希望達成率は、⾼等教育の修学⽀援制度（Ｒ２〜）により保護者の経済的な負担が軽減されたことから、目標値を
達成。

指標①-3 私⽴専門学校県内就職率 R4年度推移 ↗ R5年度推移 ↗ 達成状況 未達成
私⽴専門学校県内就職率は、目標値には届かなかったが、⾼い水準を維持した。

指標② 私⽴⾼校授業料滞納率 R4年度推移 ↘ R5年度推移 ↘ 達成状況 未達成
私⽴⾼校授業料滞納率は、目標値には届かなかったが、就学⽀援制度の拡充等（R2〜）により保護者の経済的な負担が軽減さ
れたことから、⾼い水準を維持した。

(1) 上記７、８及び県⺠の意⾒等を踏まえた課題
・特⾊ある教育を展開する私⽴学校による多様な学びの場や私⽴学校⽣徒の就学機会を確保する必要がある。
・県内では⼈口減少が進んでおり、⽣徒数の減少や教員の確保が課題となっている。

(2) 事業改善の方策
・私⽴学校の適切な経営管理など、学校の運営に関わる要素を引き続き⽀援する。
・私⽴学校の教育条件の維持向上と保護者負担の軽減のため、引き続き事業を着実に執⾏する。



4 私⽴学校価格⾼騰対策⽀援事業
原油価格⾼騰の影響を受ける私⽴学校を設置する学校法⼈に対して、電気料⾦
の価格⾼騰分の一部を助成補助⾦
90校に対して補助

4 こどもの安全・安心対策推進事業

国が推進する「こどもの安心・安全対策⽀援パッケージ」に基づき、認定こども園等に
おける送迎⽤バスへの安全装置の設置や登園管理システムの整備等に要する経費
に対して補助を実施補助⾦

59園に対して補助

5
私⽴学校の省エネ・再エネ施設の導入に要する経費を補助

６校に対して補助

R3年度
決算額

R4年度
決算額

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（実績）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

1 認定こども園等への⽀援

・遊具等の施設設備の整備を⽀援
・幼稚園教諭免許状取得に係る養成施設受講料などを⽀援
・認定こども園への移⾏に係る事務費等を⽀援
・園務改善のためのICTシステム導入を⽀援
・新型コロナウイルス感染症対策のための保健衛⽣⽤品等の購入やかかり増し経費
を⽀援

補助⾦

3 私⽴幼稚園⼦育て⽀援施設等利⽤
給付費負担⾦

⼦ども・⼦育て⽀援法に基づき、市町村が認定こども園等へ⽀弁する施設等利⽤
費の⽀給に要する費⽤に対して負担⾦を交付負担⾦
41市町村に対して交付

補助⾦

R5年度
決算額

R4年度
決算額

事　業　名 私⽴学校振興費

77園に対して補助

2
私⽴幼稚園等施設型給付費負担
⾦・私⽴幼稚園等施設型給付費補
助⾦

負担⾦
⼦ども・⼦育て⽀援法に基づき、市町村が認定こども園等へ⽀給する施設型給付
等の経費に対して負担⾦・補助⾦を交付補助⾦

52市町村に対して交付

No.

実施方法

細事業
No. 細事業名

2 認定こども園等への⽀援

補助⾦

3 「職業実践専門課程」認定私⽴専門
学校への⽀援

「職業実践専門課程」の認定を受けた私⽴専門学校に対して、当該取組に係る費
⽤を補助補助⾦
24校に対して補助

千円

R5年度
決算額

1,749,886 2,018,129 1,984,799

千円 千円

□当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

2

1

細事業
No. 細事業名

私⽴学校振興費補助⾦

No.

1

部局 県⺠⽂化部 課・室 県⺠の学び⽀援課

令和５年度実施内容（実績）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

私⽴学校の運営費に対して補助
「預かり保育」を実施する幼稚園に対して運営費を補助

170校へ補助

教職員の処遇改善を⾏った私⽴幼稚園に対して補助

25園に対して補助

補助⾦

私⽴幼稚園教員処遇改善⽀援補助
⾦

私⽴学校エネルギーコスト削減促進事
業補助⾦

事業番号 04 06 01 細事業⼀覧（令和５年度実施事業分）

R3年度
決算額

6,058,2406,039,8855,990,591

千円千円千円
細事業を構成する主な取組

私⽴学校振興費補助⾦



19,209

補助⾦
2,586⼈分に対しての補助

私学団体等への⽀援

18⾼等学校等設置者へ交付

2 私学振興事務費等
私⽴学校審議会の開催、私学振興専門員の配置

直接
私⽴学校審議会の年２回の開催

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（実績）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

1 私⽴⾼等学校等就学⽀援事業事務
費

直接 私⽴⾼等学校等の⽣徒に対する⾼等学校等就学⽀援⾦の交付に関する事務経
費補助⾦

5 事務費等

No.

4

R3年度
決算額

R4年度
決算額

R5年度
決算額

16,018 18,151

1,241⼈の⽣徒へ⽀給

細事業
No. 細事業名

3 東海地区北陸地区私⽴幼稚園教育
研究⻑野⼤会

⻑野県私⽴幼稚園・認定こども園協会が実施する東海北陸地区私⽴幼稚園教
育研究⻑野⼤会に要する経費に対して補助⾦を交付補助⾦
（一社）⻑野県私⽴幼稚園・認定こども園協会に対して500千円補助

2 ⽇本私⽴学校振興・共済事業団補
助⾦

⽇本私⽴学校振興・共済事業団が実施する教職員の⻑期給付業務（年⾦）に
要する経費に対して補助⾦を交付補助⾦
3,697⼈分に対しての補助

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（実績）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

1 県私学教育協会退職⾦資⾦給付事
業補助⾦

私学教育協会が⾏う教職員の退職資⾦給付事業に要する経費に対して補助⾦を
交付

細事業
No. 細事業名

私⽴⼩中学校給⾷費負担軽減事業
学校給⾷法上の届出を⾏う私⽴⼩中学校における学校給⾷費の値上げ相当額を
補助補助⾦

私⽴幼稚園における性被害防⽌のた
めの設備等導入⽀援事業

私⽴幼稚園に対して、プライバシー保護のパーテーションやカメラ等の設置導入経費
を補助補助⾦
１園に対して補助

２校197⼈の⽣徒の学校給⾷費を軽減

2 私⽴⾼等学校授業料等軽減事業補
助⾦

新型コロナウイルス感染症の流⾏により家計が急変した世帯等の経済的負担を軽
減するため、授業料等を軽減した私⽴⾼等学校に補助⾦を交付補助⾦
134⼈の⽣徒の授業料を軽減、1,509⼈の⽣徒の入学⾦を軽減

私⽴⾼等学校等就学⽀援事業交付
⾦

私⽴⾼等学校等の⽣徒に対し、⽀援⾦を交付
交付⾦

12,922⼈の⽣徒へ交付

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和５年度実施内容（実績）（上段︓事業概要、下段︓活動によるアウトプット）

4

1

3 私⽴⾼等学校等奨学給付⾦⽀給事
業

低所得世帯の経済的負担を軽減するため、奨学のための給付⾦を⽀給
補助⾦

3 私⽴⾼等学校等の保護者負担軽減のための⽀援事業

5 私⽴幼稚園の園庭芝⽣化事業補助
⾦

私⽴幼稚園等に対して、園庭芝⽣化に係る費⽤を補助
補助⾦

１園に対して補助

6

細事業
No. 細事業名 R3年度

決算額
R4年度
決算額

R5年度
決算額

3,223,610 3,353,478 3,424,103

千円 千円 千円

千円 千円 千円

R3年度
決算額

R4年度
決算額

R5年度
決算額

323,343 352,292 368,734

千円 千円 千円


